
被災家屋等の解体・撤去をお考えの方へ 
 

 令和８年熊本地震で被災した家屋等が「半壊」以上の判定を受けた場合、次の２つの

制度を利用し解体・撤去することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

対象となる要件等 
  罹災証明書または被災証明書で「全壊」、「大規模半壊」、「中規模半壊」、「半壊」

と判定された家屋等とその基礎が対象です。 

  ただし、半壊以上の判定を受けた場合でも、応急修理制度との併用やリフォーム、

建物の一部のみの解体は対象になりません。 

 

対象となる家屋等 
  住家、空家、貸家（アパート）、倉庫、店舗、神社仏閣、事業所等の建築物 など 

  ※ブロック塀、擁壁、庭木、庭石、カーポート等は原則、対象になりません。 

 

申請受付 
  ●受付期間 公費解体：令和８年９月２８日（月）～令和８年１１月３０日（月） 

        自費解体：令和８年９月２８日（月）～令和９年１月２９日（金） 

  ●受付時間 午前９時～午後４時（土・日・祝日は除く） 

        ※申請を希望される場合は、事前に環境衛生課まで 

ご連絡のうえ、来庁してください。 

  ●受付場所 大矢野庁舎 環境衛生課 

  ●受付方法 持参 

   ※必要書類等、詳しい内容は市ホームページをご覧いただくか、 

環境衛生課（０９６４‐２６‐５５４１）までお問い合わせ 

ください。 

公費解体制度 市が所有者に代わって解体・撤去します 

●費用の負担はありません 
●解体業者及び解体時期の指定ができず、解体までに時間を要する場合があります 

  自費解体制度 
 
ご自身で解体後、かかった費用を償還（返還）します 

●解体業者の選定及び解体時期の調整ができ、早期に解体することができます 

●市の基準で費用を算定するため、全額が償還されない場合があります 
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